
公表を継続して
・一般廃棄物対策基本計画に定めた施策を展開し、ごみの減量化と再資源化を図ります。 いくとともに、全庁的な放射能対策の取りまとめを行いました。
・焼却施設等の適切な維持管理と、放射性物質を含む焼却灰等の適正処理に努めます。
・「我孫子市廃棄物処理施設整備基本計画」、「新廃棄物処理施設整備詳細計画」及び「我孫子市循環型社会形成推
進地域計画」に基づき、２０２２年度末の稼働に向け老朽化した焼却施設の更新を進めます。また、平成３０年度に
設置した施設や財務などの学識経験者等を中心として構成する「我孫子市新廃棄物処理施設整備運営事業者選定委員

部の運営方針に対する部全体の総合評価
会」において、整備運営事業者を選定していきます。
・農業生産と農業経営に係る基盤整備を進め、経営として成り立つ農業の土台作りを進めます。認定農業者を増やす ・市内の手賀沼をはじめとする豊かな自然環境の保全活用への取り組み
とともに新規就農者を含めた農業の多様な担い手を育成・支援します。 や、地元の産業活性化を目指した方針づくり、また、循環型社会の形成
・消費者、商工業者及び農業者の相互理解と交流を促進し、地産地消の事業を推進します。エコ農業推進基本計画に に向けた取り組

様

みなど、各課において

式

概ね達成できた。
基づ

第

き、環境保全型農業の

１

育成・支援を行います

号

。
・手賀沼沿い農地の

部

保全活用のための施策

の

を展開します。
・商工

運

業振興基本条例に基づ

営

き、商工業の基盤強化

方

と持続的な発展を目指

針

します。商工会等と連

・

携し、商店街の活性
化

課

に向けた取り組みなど

の

を進め、商業の振興を

目

図ります。
・観光振興

標

計画を着実に推進し、

設

交流人口の拡大と定住

定

化促進を図ります。
・

書

安全・安心で豊かな消

(

費生活のため、消費生

平

活相談などを実施し、

成

消費者の支援を行いま

3

す。
・国の補助金を活

1

用してプレミアム付商

年

品券事業を実施し、消

度

費税引き上げによる低

)

所得者や子育て世帯へ

部

の影響緩
和を図るとと

コ

もに、地域における消

ー

費喚起に繋げます。
・

ド

企業立地方針に基づき

0

、企業が進出しやすい

4

環境整備や起業創業の

部

支援を行うとともに、

　

住工混在の解消を目指

名

し
ます。また、産業拠

環

点の方向性を企業立地

境

方針に位置付けるよう

経

３１年度中に一部見直

済

しを図ります。
・既存

部

企業の活性化に向けて

部

融資制度等により支援

長

を行うとともに、若者

名

からシニア世代まで就

柏

労に向けた支援を進
め

木

ます。

課コード 01 課

　

　名 手賀沼課 課長名 海

幸

老原　郁夫

２．課の目

昌

標（部の運営方針を受

１

けて課の取組方針を記

．

入） 部の運営方針に対

部

する課の目標への取組

の

結果

・「手賀沼親水広

運

場」の運営を着実に進

営

めます。展示内容の工

方

夫を図り、多くの方に

針

来館してもらうことで

(

水環境保 ・今年度の入

予

館者数は４６万人を超

算

え、水に親しむ施設の

編

活用、プラネ
全啓発に

成

努めます。施設を活用

・

しての環境学習を推進

実

します。また、広場内

施

の施設である「じゃぶ

計

じゃぶ池」の改修 タリ

画

ウムの活用、情報の発

策

信、環境学習事業、手

定

賀沼にかかる展示を行

方

工事を行い、子ども達

針

に水に親しむ機会を提

な

供していきます。 う中

ど

で、水環境の保全啓発

を

に取り組みました。ま

踏

た、平成３１年３月議

ま

・多くの市民が手賀沼

え

と身近にふれあえるよ

て

う、環境学習会やジャ

、

パンバードフェスティ

基

バルなどの啓発事業を

本

行う 会で「我孫子市手

計

賀沼親水広場の設置及

画

び管理に関する条例」

の

を改正、
とともに、千

分

葉県及び流域市と連携

野

し、より効果的かつ多

別

角的に手賀沼浄化へ取

計

り組みます。 高野山新

画

田多目的広場及び多目

や

的広場駐車場の使用許

重

可要件を緩和する
・谷

点

津の自然環境を守り育

ﾌ

てるリーダーを育成し

ﾟ

、ホタル・アカガエル

ﾛ

の里や田んぼ広場、そ

ｼ

の周辺環境の順応的な

ﾞ

ことで、手賀沼親水広

ｪ

場のさらなる賑わいと

ｸ

利用の促進を図りまし

ﾄ

た。
管理を行うととも

、

に、自然環境を高める

所

ための土地利用を促進

管

します。 ・多くの市民

に

が手賀沼と身近にふれ

係

あえるよう、環境学習

る

やジャパンバ
・地球温

部

暖化対策では、「あび

の

こエコ・プロジェクト

運

４」を確実にすすめて

営

いきます。また、「市

方

民・事業者への環 ード

針

フェスティバルなどの

に

事業を行いました。ま

対

た、千葉県・流域市と

す

境配慮指針」などに基

る

づき、ごみの排出抑制

課

、太陽光発電システム

の

の設置の普及などを、

目

市民・事業者と一体と

標

なっ 連携し、より効果

へ

的で多角的な手賀沼浄

の

化事業をに取り組みま

取

した。
て進めるととも

組

に、自然再生エネルギ

結

ーの普及につとめます

果

。 ・地球温暖化対策で

　

は、「あびこエコプロ

　

ジェクト４」の取組み

分

を進め
・公害対策では

野

、法に基づく公害や環

別

境上で不快な状況の発

基

生を防止するため、引

本

き続き、地盤・土壌・

計

地下水の保 てきました

画

が、平成３０年度の集

の

計では、小中学校のエ

目

アコン導入など
全対策

標

や騒音・振動の防止対

を

策を進めるとともに、

考

大気汚染、水質汚濁を

慮

監視していきます。 か

し

ら温室効果ガス排出量

て

は１．９％増となりま

、

した。また、「市民・

部

事
・放射能対策では、

の

放射線量の測定のため

目

の機器の貸し出し、市

標

民相談に引き続き取り

を

組むとともに、要した

達

経費の 業者への環境配

成

慮指針」などに基づき

す

、ごみの排出抑制、太

る

陽光発電を
負担を東京

た

電力に求めていきます

め

。 含む住宅用省エネル

の

ギーシステムの普及な

方

どを、市民・事業者と

針

一体と
なって進めると

を

ともに、自然再生エネ

記

ルギーの普及拡大に努

入

めました。
・公害対策

)

では、法に基づく公害

・

や環境上で不快な状況

手

の発生を防止す
るため

賀

、引き続き騒音・振動

沼

の防止対策、土壌・地

の

下水の保全対策を進
め

水

るとともに、大気汚染

環

・水質・環境騒音の監

境

視を行いました。また

保

、
住宅地での室外機等

全

の騒音対策として騒音

啓

・振動に係る特定施設

発

の見直
しを行いました

と

。
・放射能対策では、

環

放射線量の測定のため

境

の機器の貸し出し、市

保

民相談
に引き続き取り

全

組むとともに、要した

型

経費の負担を東京電力

農

に要求しま
した。

３．

業

課の目標を達成する上

、

での課題と対応（人員

地

の配置、組織のあり方

産

など）

未改修部分の親

地

水広場部分の維持管理

消

。

４．原因分析・改善

等

策

（課長） （部長）
・

の

手賀沼では、特定外来

農

生物のナガエツルノゲ

業

イトウ・オオバナミズ

拠

キンバイなどの繁茂域

点

が急 ・手賀沼の美しい

の

環境の再生を目指し、

機

今後も国・県・流域市

能

や関係機関・団体と連

を

携し、手賀
速に拡大し

有

ており、生態系や水環

し

境への影響が懸念され

た

ています。この防除対

手

策については、令 沼の

賀

水質浄化や環境教育と

沼

啓発に取り組む必要が

親

あります。
和元年度に

水

県が策定した駆除計画

広

に基づき今後、大規模

場

な駆除が実施されるこ

で

ととなっており、 ・「

は

あびこエコ・プロジェ

、

クト４」に基づき温室

利

効果ガスの削減を進め

用

ていくとともに「市民

者

・
今後も県・流域市・

の

市民団体と連携を図り

・

、対策を進める必要が

令

あります。 事業者の環

和

境に配慮した行動指針

元

」の普及を図ります。

年

また、自然再生エネル

度

ギーの普及・拡大
・エ

の

コ・プロジェクトの推

手

進では、職員の省エネ

賀

努力を継続するととも

沼

に、施設への省エネ設

親

備 に努めます。
の導入

水

を図っていくことで、

広

温室効果ガスの削減を

場

図る必要があります。

・

５．課の目標を達成す

水

るために取り組む事務

の

事業

事務事業名（個別

館

事業） 重プ 施策 指標 単

へ

位 現況値 目標値 実績値

の

達成率(％) 評価該当

入

コード

1 手賀沼及び主

館

要排水路の底質と水質

者

監視 重１ 11102 異

数

常水質（底質）を監視

は

する回数 回 7 7 7 10

順

0 現状

2 根戸幹線排水

調

路移設式沈殿槽の管理

に

重１ 11102 １年あ

推

たりの維持管理の回数

移

回 12 12 12 100

し

現状

3 手賀沼情報の提

て

供 重無 11101 手賀

声

沼情報の更新回数 回 1

を

6 16 16 100 現状

聞

4 手賀沼船上学習の実

き

施 重無 11101 参加

な

者数 人 671 700 5

が

02 71.71 現状

5

ら

環境学習の推進 重１ 1

施

1301 参加人数 人 2

設

76 350 444 12

の

6.86 現状

6 エンジ

管

ョイ手賀沼 重２ 112

理

03 エンジョイ手賀沼

・

への参加者数 人 15,

運

000 16,000 1

営

3,000 81.25

を

現状

7 クリーン手賀沼

充

推進協議会の運営 重無

実

11101 活動事業数

さ

本 6 6 6 100 現状

8

せ

手賀沼ふれあい清掃 重

ま

無 11101 参加者数

す

人 486 550 371

。

67.45 現状

9 手賀

ま

沼流域フォーラムの開

た

催 重無 11101 イベ

、

ントへの参加者数 人 7

市

5 120 72 60 現状

内

10 手賀沼水環境保全

外

協議会（手水協）事業

に

の推進 重無 11101

そ

手賀沼中央（環境基準

の

点）のＣＯＤ値 mg／

魅

8.6 8 9.2 86.

力

96 現状

を発信しながら、交流人口の拡大や地域 おり、市内外の交流人口、地域活性化に大きく貢献しました。
の活性化に寄与する施設としての活用を図ります。そのため広場にある「じゃぶじゃぶ池」の改修工事を実施し、さ ・手賀沼の美しい環境の再生を目指し、千葉県や関係機関と連携し、手
らなる賑わいの場として整備します。手賀沼の美しい環境の再生を目指し、千葉県や関係機関・団体と連携し、手賀 賀沼の水質浄化や環境教育と啓発に取り組みました。
沼の水質浄化や環境教育と啓発に取り組みます。 ・「あびこエコプロジェクト４」に基づき温室効果ガスの削減に取り組
・「あびこエコ・プロジェクト４」に基づき温室効果ガスの削減を進めていくとともに「市民・事業者の環境に配慮 むとともに、「市民・事業者の環境に配慮した行動計画」の普及を行い
した行動指針」の普及を図ります。また、自然再生エネルギーの普及・拡大に努めます。 ました。
・大気汚染、土壌・地下水汚染、騒音、振動等の公害対策に取り組み、市民の快適な生活環境を守ります。 ・大気汚染、土壌・地下水汚染、騒音・振動等の公害対策に取り組み、
・市民の不安を解消するため、放射線量の測定データの公表を継続していくとともに、全庁的な放射能対策の取りま 市民の生活環境を保全しました。
とめを行います。 ・市民の不安を解消するため、放射線量の測定データの



質

無 12201 ﾄﾘｸﾛ

汚

ﾛｴﾁﾚﾝ、６価クロ

濁

ムの揚水井からの年間

防

回収量 ｇ 2,046 9

止

,000 2,046 2

重

2.73 現状

１

2

1

5 地下水環境調査 重無

1

12201 環境基準適

3

合率（基準適合件数÷

0

調査実施件数×100

1

） ％ 71 75 71 94

古

.67 現状

利

26

根

埋立て条例に基づく規

沼

制業務 重無 12201

の

適正執行率（許可件数

Ｃ

／小規模埋立事業件数

Ｏ

×100）％ ％ 100

Ｄ

100 100 100 現

値

状

（

27 県環境保

年

全条例に基づく揚水規

平

制業務 重無 12201

均

報告義務のある井戸の

値

揚水量報告書の回収率

）

（回収件数÷対象事 ％

㎎

100 95 100 10

／

5.26 現状

9

2

.

8 環境騒音調査 重無 1

1

2201 調査地点数 地

9

点 5 5 5 100 現状

7.

29 羽田再拡張事

8

業に関する業務 重無 1

1

2201 連絡協議会会

1

議への出席／会議の回

5

数 ％ 100 100 10

.

0 100 現状

3

3

8

0 道路交通騒音・振動

現

調査 重無 12201 要

状

請限度達成率（５路線７箇所すべてが要請限度を達成して１０ ％ 85 85 85 100 現状

31 騒音・振動・悪臭　法令・市条例に基づく規制業務 重無 12201 適正執行件数（届出件数－苦情件数）／届出件数×１００（％） ％ 99 99 99 100 現状

3

1

2 公害苦情相談 重無 1

2

2201 解決（申立て

鳥

人の納得または原因者

獣

の対策の実施）件数／

保

公害苦 ％ 95 95 95

護

100 現状

事

33

務

開発行為等事前指導 重

（

無 12201 事前指導

飼

による苦情発生防止率

養

(（指導件数-苦情件

許

数)/指導件数 ％ 10

可

0 99 100 101.

及

01 現状

び

34 環

傷

境審議会の開催 重無 0

病

0000 適正審議率（

鳥

審議された議題数/審

獣

議を必要とする議題数

等

） ％ 100 100 10

の

0 100 現状

保

3

護

5 環境基本計画の進行

５

）

管理 重無 83102 進

重

行管理の率 % 100 1

無

00 100 100 現状

00

36 谷津の自然

0

環境保全に向けた用地

0

交渉及び協定締結業務

0

重１ 11301 使用貸

ム

借契約、協定締結、保

ク

存緑地指定の調整・交

．

ド

渉回数 回 10 10 10

リ

100 現状

の

37

追

蜂･害虫などの相談業

払

務 重無 12201 苦情

い

相談の解決率(解決件

実

数/相談件数） ％ 90

施

95 90 94.74 現

回

状

数

38 外来生物

課

回

防除事業 重１ 1130

7

3 市内におけるアライ

1

グマ・オオフサモ等の

5

防除箇所 箇所 3 3 3 1

7

00 現状

2

39 福

1

島第一原発事故に伴う

4

放射能汚染問題への対

.

応 重無 12201 小・

2

中学校、保育園、公園

の

9

における放射線量の基

現

準値（０．２３ ％ 10

状

0 100 100 100 縮小

40 住宅用省エネルギー設備導入促進事業 重１ 12101 省エネルギー設備等補助件数 件 126 83 126 151.81 現

目

状

41 親水広場の運営 重２ 11202 入館者数（４～３月） 人 430,000 435,000 466,7

1

05 107.29 現状

3 専

42 親水広場施

門

設改修事業 重２ 112

標

家

02 じゃぶじゃぶ池改

会

修工事の実施設計の進

議

捗率 ％ 0 100 100

の

100 その他

開

4

催

3 高野山新田多目的広

重

場整備事業 重２ 112

１

02 整備事業の実施 件

1

0 1 1 100 その他

1

を

301 谷津ミュージア

達

ム全体のニホンアカガ

成

エルの卵塊数 卵塊 20

す

4 210 204 97.

る

14 現状

た

14 自

め

然環境の保全再生に向

に

けた維持管理事業 重１

取

11301 維持管理作

り

業回数 回 72 72 72

組

100 現状

む

15

事

谷津ミュージアムの会

務

の運営 重１ 11301

事

活動への延べ参加者数

業

人 856 500 856

事

171.2 現状

務事

16 谷津田の保全・再

業

生事業 重１ 11301

名

補助金交付水田面積 ㎡

（

82,901 85,0

個

00 82,901 97

別

.53 現状

事

17

業

ジャパンバードフェス

）

ティバルの開催 重２ 1

重

1203 来場者数 人 4

施

0,000 41,00

施

0 40,000 97.

策

56 現状

指

18 環

標

境レンジャー活動への

単

支援 重無 11302 市

位

民参加の環境保全活動

現

（主に啓発イベント）

況

の参加人数 人 1,12

値

0 1,200 1,34

目

4 112 現状

標

1

値

9 あびこエコ・プロジ

実

ェクト４の推進 重１ 1

績

2101 二酸化炭素の

値

総排出量 t 27,29

達

1 25,722 27,

成

291 94.25 現状

率(

20 環境年報の

％

作成 重無 81103 情

)

報を入手できる箇所数

評

箇所 5 5 5 100 現状

価該

21 光化学スモ

当

ッグ等監視・連絡業務

コ

重無 12201 光化学

ー

スモッグ注意報等発令

ド

時の周知箇所への連絡完了割合 ％ 100 100 100 100 現状

22 大気汚染防止冬期対策 重無 12201 二酸化窒素の千葉県環境目標値達成率 ％ 100 100 100 100 現状

23 トリクロロエチレン等地下水調査 重無 12201

1

基準適合率(基準適合

1

井戸本数÷調査実施井

古

戸本数×100)％ ％

利

67 85 67 78.8

根

2 現状

沼

24 地下

水

水汚染浄化対策事業 重



定めた施策を展開し、ごみの減量化と再資源化を図ります。
・焼却施設等の適切な維持管理と、放射性物質を含む焼却灰等の適正処理に努めます。
・「我孫子市廃棄物処理施設整備基本計画」、「新廃棄物処理施設整備詳細計画」及び「我孫子市循環型社会形成推
進地域計画」に基づき、２０２２年度末の稼働に向け老朽化した焼却施設の更新を進めます。また、平成３０年度に
設置した施設や財務などの学識経験者等を中心として構成する「我孫子市新廃棄物処理施設整備運営事業者選定委員

部の運営方針に対する部全体の総合評価
会」において、整備運営事業者を選定していきます。
・農業生産と農業経営に係る基盤整備を進め、経営として成り立つ農業の土台作りを進めます。認定農業者を増やす ・市内の手賀沼をはじめとする豊かな自然環境の保全活用への取り組み
とともに新規就農者を含めた農業の多様な担い手を育成・支援します。 や、地元の産業活性化を目指した方針づくり、また、循環型社会の形成
・消費者、商工業者及び農業者の相互理解と交流を促進し、地産地消の事業を推進します。エコ農業推進基本計画に に向けた取り組みなど、各課において概ね達成できた。
基づき、環境保全型農業の育成・支援を行います。
・手賀沼沿い農地

様

の保全活用のための施

式

策を展開します。
・商

第

工業振興基本条例に基

１

づき、商工業の基盤強

号

化と持続的な発展を目

部

指します。商工会等と

の

連携し、商店街の活性

運

化に向けた取り組みな

営

どを進め、商業の振興

方

を図ります。
・観光振

針

興計画を着実に推進し

・

、交流人口の拡大と定

課

住化促進を図ります。

の

・安全・安心で豊かな

目

消費生活のため、消費

標

生活相談などを実施し

設

、消費者の支援を行い

定

ます。
・国の補助金を

書

活用してプレミアム付

(

商品券事業を実施し、

平

消費税引き上げによる

成

低所得者や子育て世帯

3

への影響緩
和を図ると

1

ともに、地域における

年

消費喚起に繋げます。

度

・企業立地方針に基づ

)

き、企業が進出しやす

部

い環境整備や起業創業

コ

の支援を行うとともに

ー

、住工混在の解消を目

ド

指し
ます。また、産業

0

拠点の方向性を企業立

4

地方針に位置付けるよ

部

う３１年度中に一部見

　

直しを図ります。
・既

名

存企業の活性化に向け

環

て融資制度等により支

境

援を行うとともに、若

経

者からシニア世代まで

済

就労に向けた支援を進

部

めます。

課コード 02

部

課　名 クリーンセンタ

長

ー 課長名 佐野哲也

２．

名

課の目標（部の運営方

柏

針を受けて課の取組方

木

針を記入） 部の運営方

　

針に対する課の目標へ

幸

の取組結果

・循環型社

昌

会の形成に向け、市民

１

、事業者と行政の協働

．

により、分別の徹底、

部

ごみ減量・リサイクル

の

推進認定事業所 ・家庭

運

や事業所から排出され

営

るごみの減量化と資源

方

化を推進したことに
　

針

の拡大を図り、ごみ減

(

量及び資源化を推進し

予

ます。 より、焼却量の

算

削減と焼却炉の延命が

編

図られた。
・ごみ処理

成

については、市民の良

・

好な環境を維持するた

実

め、滞りなく収集する

施

とともに、施設の適正

計

な維持管理に努 ・安全

画

で良好な生活環境を維

策

持するため、放射性物

定

質を含む焼却灰など
　

方

めます。また、放射性

針

物質を含むごみ焼却灰

な

は、適正管理、処分を

ど

行います。　 の廃棄物

を

の適正な管理と処分を

踏

行い、その情報をホー

ま

ムページなどで周
・新

え

廃棄物処理施設の整備

て

については、２７年度

、

に策定した廃棄物処理

基

施設整備基本計画及び

本

２９年度に策定した新

計

知した。
廃棄物処理施

画

設整備詳細計画に基づ

の

き、２０２２年度末の

分

稼働に向け、事務を進

野

めていきます。 ・新廃

別

棄物処理施設の整備に

計

向け、「廃棄物処理施

画

設整備基本計画」及
び

や

「新廃棄物処理施設整

重

備詳細計画」に基づき

点

、令和４年度末の稼働

ﾌ

に
向け、各種事業を順

ﾟ

調に進めることができ

ﾛ

た。また、「我孫子市

ｼ

新廃棄
物処理施設整備

ﾞ

運営事業者選定委員会

ｪ

」を６回開催し、整備

ｸ

運営事業者
を選定した

ﾄ

。

３．課の目標を達成

、

する上での課題と対応

所

（人員の配置、組織の

管

あり方など）

・清掃工

に

場としての特殊な施設

係

を維持管理する上での

る

専門的な職員の配置。

部

・新廃棄物処理施設の

の

整備計画に向けた人員

運

の増。

４．原因分析・

営

改善策

（課長） （部長

方

）

５．課の目標を達成

針

するために取り組む事

に

務事業

事務事業名（個

対

別事業） 重プ 施策 指標

す

単位 現況値 目標値 実績

る

値 達成率(％) 評価該

課

当 コード

1 ふれあい工

の

房の運営管理事業 重１

目

12102 家具等の再

標

生率 ％ 1 20 0 0 廃止

へ

2 剪定枝木等のチップ

の

化事業（放射能対策）

取

重無 12201 刈草等

組

及び剪定枝木のチップ

結

化処理・一時保管量 t

果

1,937 500 1,

　

937 387.4 現状

　

3 生ごみリサイクル補

分

助事業 重１ 12102

野

生ごみ処理器の補助基

別

数 基 22 60 31 51

基

.67 現状

4 資源回収

本

・処理・売り払い業務

計

重１ 12102 売り払

画

い収入額 千円 65,0

の

00 56,000 42

目

,907 76.62 現

標

状

5 ごみ集積所の設置

を

事業 重１ 12102 検

考

査合格率 ％ 100 10

慮

0 100 100 現状

6

し

排出指導対策事業 重１

て

12102 指導件数 件

、

11 9 8 112.5 現

部

状

7 焼却灰処理事業(

の

放射能対策） 重１ 12

目

102 灰の処分量 ｔ 3

標

,800 3,700 3

を

,741 101.11

達

現状

8 ごみ減量・資源

成

化の啓発事業 重１ 12

す

102 資源化率 ％ 10

る

27 23 85.19 現

た

状

9 ごみ減量・リサイ

め

クル推進事業所認定制

の

度事業 重１ 12102

方

認定事業所数 店舗 11

針

5 120 120 100

を

現状

10 高度処理型合

記

併浄化槽設置整備補助

入

事業 重１ 11102 設

)

置補助基数 基 33 36

・

29 80.56 現状

手賀沼の水環境保全啓発と環境保全型農業、地産地消等の農業拠点の機能を有した手賀沼親水広場では、利用者の ・一般廃棄物対策基本計画に定めた施策を展開することにより、概ねご
声を聞きながら施設の管理・運営を充実させます。また、市内外にその魅力を発信しながら、交流人口の拡大や地域 みの減量化と再資源化を図ることができた。
の活性化に寄与する施設としての活用を図ります。そのため広場にある「じゃぶじゃぶ池」の改修工事を実施し、さ ・焼却施設の適正な維持管理を行うことにより、適正に廃棄物を処理す
らなる賑わいの場として整備します。手賀沼の美しい環境の再生を目指し、千葉県や関係機関・団体と連携し、手賀 ることができた。
沼の水質浄化や環境教育と啓発に取り組みます。 ・新廃棄物処理施設の整備に向け、「廃棄物処理施設整備基本計画」及
・「あびこエコ・プロジェクト４」に基づき温室効果ガスの削減を進めていくとともに「市民・事業者の環境に配慮 び「新廃棄物処理施設整備詳細計画」及び「循環型社会形成推進地域計
した行動指針」の普及を図ります。また、自然再生エネルギーの普及・拡大に努めます。 画」に基づき、令和４年度末の稼働に向け、各種事業を順調に進めるこ
・大気汚染、土壌・地下水汚染、騒音、振動等の公害対策に取り組み、市民の快適な生活環境を守ります。 とができた。また、「我孫子市新廃棄物処理施設整備運営事業者選定委
・市民の不安を解消するため、放射線量の測定データの公表を継続していくとともに、全庁的な放射能対策の取りま 員会」を６回開催し、整備運営事業者を選定した。
とめを行います。
・一般廃棄物対策基本計画に



止対策事業 重無 12201 不法投棄回収量 ｔ 8.8 8 3.45 231.88 現状

12 路上喫煙防止対策事業 重無 12201 指導等措置件数 件 570 5

５

70 288 197.9

．

2 縮小

課

13 廃棄

の

物最終処分事業 重１ 1

目

2102 適正な埋立処

標

分率 % 100 100 1

を

00 100 現状

達成

14 新クリーンセンタ

す

ーの整備事業 重無 12

る

103 進捗率 ％ 10 2

た

0 20 100 現状

めに

15 施設の運転維持

取

管理事業 重１ 1210

り

2 円滑な施設運転稼動

組

率 % 100 100 10

む

0 100 現状

事

1

務

6 高齢者ごみ出し支援

事

ふれあい収集事業 重５

業

33201 可決率 % 1

事

00 100 100 10

務

0 現状

事

17 清掃

業

手数料の徴収事業 重無

名

83303 徴収率 ％ 9

（

8.32 99.4 99

個

.48 100.08 現

別

状

事

18 家庭ごみ

業

収集事業 重１ 1210

）

2 迅速に対応できる収

重

集箇所数（1台／日）

施

箇所 97 130 128

施

98.46 現状

策 指

19 震災廃棄物の放射

標

線測定事業 重無 122

単

01 焼却灰が2,00

位

0ベクレル／㎏を下回

現

る割合 ％ 100 100

況

100 100 現状

値 目

20 特殊用途車両更

標

新事業 重１ 12102

値

円滑な車両稼働率 ％ 1

実

00 100 0 0 現状

績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 不法投棄防



施設等の適切な維持管理と、放射性物質を含む焼却灰等の適正処理に努めます。
・「我孫子市廃棄物処理施設整備基本計画」、「新廃棄物処理施設整備詳細計画」及び「我孫子市循環型社会形成推
進地域計画」に基づき、２０２２年度末の稼働に向け老朽化した焼却施設の更新を進めます。また、平成３０年度に
設置した施設や財務などの学識経験者等を中心として構成する「我孫子市新廃棄物処理施設整備運営事業者選定委員

部の運営方針に対する部全体の総合評価
会」において、整備運営事業者を選定していきます。
・農業生産と農業経営に係る基盤整備を進め、経営として成り立つ農業の土台作りを進めます。認定農業者を増やす ・市内の手賀沼をはじめとする豊かな自然環境の保全活用への取り組み
とともに新規就農者を含めた農業の多様な担い手を育成・支援します。 や、地元の産業活性化を目指した方針づくり、また、循環型社会の形成
・消費者、商工業者及び農業者の相互理解と交流を促進し、地産地消の事業を推進します。エコ農業推進基本計画に に向けた取り組みなど、各課において概ね達成できた。
基づき、環境保全型農業の育成・支援を行います。
・手賀沼沿い農地の保全活用のための施策を展開します。
・商工業振興基本条例に基

様

づき、商工業の基盤強

式

化と持続的な発展を目

第

指します。商工会等と

１

連携し、商店街の活性

号

化に向けた取り組みな

部

どを進め、商業の振興

の

を図ります。
・観光振

運

興計画を着実に推進し

営

、交流人口の拡大と定

方

住化促進を図ります。

針

・安全・安心で豊かな

・

消費生活のため、消費

課

生活相談などを実施し

の

、消費者の支援を行い

目

ます。
・国の補助金を

標

活用してプレミアム付

設

商品券事業を実施し、

定

消費税引き上げによる

書

低所得者や子育て世帯

(

への影響緩
和を図ると

平

ともに、地域における

成

消費喚起に繋げます。

3

・企業立地方針に基づ

1

き、企業が進出しやす

年

い環境整備や起業創業

度

の支援を行うとともに

)

、住工混在の解消を目

部

指し
ます。また、産業

コ

拠点の方向性を企業立

ー

地方針に位置付けるよ

ド

う３１年度中に一部見

0

直しを図ります。
・既

4

存企業の活性化に向け

部

て融資制度等により支

　

援を行うとともに、若

名

者からシニア世代まで

環

就労に向けた支援を進

境

めます。

課コード 03

経

課　名 商業観光課 課長

済

名 磯岡　由美

２．課の

部

目標（部の運営方針を

部

受けて課の取組方針を

長

記入） 部の運営方針に

名

対する課の目標への取

柏

組結果

・市内商業の振

木

興においては、商工会

　

等と連携し商店街の活

幸

性化策などに取り組む

昌

とともに、消費者ニー

１

ズにあった ・商工業の

．

基盤強化と持続的な発

部

展を目指すため、商工

の

会等と連携し、
商業展

運

開を支援していきます

営

。また、プレミアム付

方

商品券事業を実施し、

針

消費税の引き上げによ

(

る低所得者や子育て 商

予

店街の活性化に向け、

算

我孫子市商店街活性化

編

補助金の実施を行う運

成

び
世帯への影響緩和を

・

図るとともに、地域に

実

おける消費喚起に繋げ

施

ます。 となった。また

計

、プレミアム付商品券

画

事業を実施したことで

策

、地域にお
・観光の振

定

興においては、平成3

方

1年度は見直しを行っ

針

た観光振興計画の初年

な

度となることから、さ

ど

らなる観光施策を ける

を

消費喚起に繋がった。

踏

進め、交流人口の拡大

ま

を図ります。 ・安全・

え

安心で豊かな消費生活

て

のため、消費生活相談

、

などを実施し、消
・指

基

定管理者制度に移行し

本

て７年目にあたる我孫

計

子インフォメーション

画

センター「アビシルベ

の

」は、我孫子の魅力の

分

費者の支援を行なった

野

。消費生活センターの

別

執務室の改善を行い、

計

サー
再発見や観光案内

画

、自主イベントの拡充

や

など、様々な形で市内

重

外へ情報発信・収集基

点

地としての機能をさら

ﾌ

に高めて ビスの向上に

ﾟ

つなげた。
いきます。

ﾛ

・消費者が安全・安心

ｼ

で豊かな消費生活がで

ﾞ

きるよう、必要な情報

ｪ

の収集・提供や相談の

ｸ

受付、苦情処理等にか

ﾄ

かる
斡旋を行い、消費

、

者の自立支援を行いま

所

す。

３．課の目標を達

管

成する上での課題と対

に

応（人員の配置、組織

係

のあり方など）

 上記

る

事業を実施するために

部

はさらなる人員の増加

の

など体制の強化が必要

運

と思われる。

４．原因

営

分析・改善策

（課長）

方

（部長）
・空き店舗活

針

用補助事業を見直し、

に

新たに我孫子市商店街

対

活性化補助金制度を立

す

ち上げることで ・空き

る

店舗活用補助事業を見

課

直し、新たに我孫子市

の

商店街活性化補助金制

目

度を立ち上げることで

標

、商店街の活性化を図

へ

った。 、商店街の活性

の

化を図った。
・老朽化

取

したレンタサイクルの

組

購入などを行い、安全

結

性の確保に努めた。 ・

果

老朽化したレンタサイ

　

クルの購入などを行い

　

、安全性の確保に努め

分

た。
・インフォメーシ

野

ョン事業を合理化し、

別

様々な形で市内外へ情

基

報発信・収集基地とし

本

ての機能を ・インフォ

計

メーション事業を合理

画

化し、様々な形で市内

の

外へ情報発信・収集基

目

地としての機能を
さら

標

に充実させることがで

を

きた。 さらに充実させ

考

ることができた。
・消

慮

費生活センターの執務

し

室の改善を行い、サー

て

ビスの向上につなげた

、

。 ・消費生活センター

部

の執務室の改善を行い

の

、サービスの向上につ

目

なげた。

５．課の目標

標

を達成するために取り

を

組む事務事業

事務事業

達

名（個別事業） 重プ 施

成

策 指標 単位 現況値 目標

す

値 実績値 達成率(％)

る

評価該当 コード

1 石け

た

ん利用の推進 重１ 11

め

102 イベントや講習

の

会に参加した人数 人 2

方

,177 2,500 2

針

,177 87.08 現

を

状

2 商店街街路灯維持

記

管理費補助事業 重２ 2

入

1101 商店街街路灯

)

等維持管理費補助金を

・

交付を受けた商業団体

手

の数 数 11 12 11 9

賀

1.67 結合

3 商業活

沼

性化策の推進 重２ 21

の

101 事業推進計画に

水

位置づけた事業の実施

環

割合 ％ 100 100 1

境

00 100 結合

4 商工

保

会育成事業 重無 211

全

02 我孫子市商工会へ

啓

の加入率 % 49.3 5

発

0 47 94 現状

5 手賀

と

沼周遊レンタサイクル

環

・ミニＳＬ事業 重２ 2

境

1201 利用者数 人 3

保

0,141 35,00

全

0 26,749 76.

型

43 現状

6 手賀沼花火

農

大会 重２ 21201 来

業

場者数 人 160,00

、

0 160,000 15

地

0,000 93.75

産

現状

7 水生植物園の管

地

理運営 重２ 21201

消

来場者数 人 15,00

等

0 15,000 15,

の

000 100 その他

8

農

我孫子インフォメーシ

業

ョンセンター運営事業

拠

重２ 21202 我孫子

点

インフォメーションセ

の

ンターの来館者数 人 4

機

0,228 41,85

能

0 40,764 97.

を

41 現状

9 我孫子市産

有

業まつり 重無 2110

し

2 来場者数 人 15,0

た

00 16,000 15

手

,000 93.75 現

賀

状

10 消費生活相談事

沼

務 重３ 41402 消費

親

生活相談解決に向け処

水

理した割合 ％ 97.6

広

100 1,456 1,

場

456 現状

では、利用者の ・令和２年度に向け、商工会・商業者・市で連携するため、関係機関等
声を聞きながら施設の管理・運営を充実させます。また、市内外にその魅力を発信しながら、交流人口の拡大や地域 と協議し、補助金等検討委員会を経て、我孫子市商店街活性化補助金を
の活性化に寄与する施設としての活用を図ります。そのため広場にある「じゃぶじゃぶ池」の改修工事を実施し、さ 創設した。
らなる賑わいの場として整備します。手賀沼の美しい環境の再生を目指し、千葉県や関係機関・団体と連携し、手賀 ・プレミアム付商品券事業を実施したことで、消費税の引き上げによる
沼の水質浄化や環境教育と啓発に取り組みます。 低所得者や子育て世帯への影響緩和を図るとともに、地域における消費
・「あびこエコ・プロジェクト４」に基づき温室効果ガスの削減を進めていくとともに「市民・事業者の環境に配慮 喚起に繋がった。
した行動指針」の普及を図ります。また、自然再生エネルギーの普及・拡大に努めます。 ・消費者が安全・安心で豊かな消費生活ができるよう、必要な情報の収
・大気汚染、土壌・地下水汚染、騒音、振動等の公害対策に取り組み、市民の快適な生活環境を守ります。 集・提供や相談の受付、苦情処理等にかかる斡旋を行い、消費者の自立
・市民の不安を解消するため、放射線量の測定データの公表を継続していくとともに、全庁的な放射能対策の取りま 支援を行なった。
とめを行います。
・一般廃棄物対策基本計画に定めた施策を展開し、ごみの減量化と再資源化を図ります。
・焼却



の実施 重無 41401 消費生活展入場者数 人 785 800 785 98.13 現状

12 ＴＥＧＡスタンプラリー 重２ 21201 スタンプラリー応募人数

５

人 2,490 2,20

．

0 2,203 100.

課

14 現状

の

13 空

目

き店舗活用補助事業 重

標

２ 21101 制度の見

を

直し進捗率 ％ 100 1

達

00 100 100 結合

成す

14 我孫子市ふ

る

るさと産品育成事業 重

た

２ 21101 「我孫子

め

市ふるさと産品」推奨

に

品の品数 品 25 27 2

取

5 92.59 現状

り組

15 観光振興策の推

む

進 重２ 21201 観光

事

振興計画の年度ごとに

務

おける推進進捗率 % 1

事

00 100 100 10

業

0 現状

事

16 食品

務

等の放射性物質検査(

事

消費者対応） 重無 12

業

201 我孫子市内消費

名

者の食品等の放射性物

（

質検査件数 件 0 0 0 0

個

その他

別

17 マス

事

コットキャラクターの

業

活用 重２ 21201 キ

）

ャラクターの着ぐるみ

重

貸出件数 回 79 130

施

74 56.92 現状

施策

18 あびこカッパ

指

まつり 重２ 21201

標

来場者数 人 27,00

単

0 16,500 27,

位

000 163.64 現

現

状

況

19 我孫子市

値

プレミアム付商品券事

目

業 重２ 21101 対象

標

者が購入した商品券の

値

使用実績率 ％ 0 10

実

0 99.3 99.3 そ

績

の他

値 達成率(％) 評価該当 コード

11 消費生活展



持管理と、放射性物質を含む焼却灰等の適正処理に努めます。
・「我孫子市廃棄物処理施設整備基本計画」、「新廃棄物処理施設整備詳細計画」及び「我孫子市循環型社会形成推
進地域計画」に基づき、２０２２年度末の稼働に向け老朽化した焼却施設の更新を進めます。また、平成３０年度に
設置した施設や財務などの学識経験者等を中心として構成する「我孫子市新廃棄物処理施設整備運営事業者選定委員

部の運営方針に対する部全体の総合評価
会」において、整備運営事業者を選定していきます。
・農業生産と農業経営に係る基盤整備を進め、経営として成り立つ農業の土台作りを進めます。認定農業者を増やす ・市内の手賀沼をはじめとする豊かな自然環境の保全活用への取り組み
とともに新規就農者を含めた農業の多様な担い手を育成・支援します。 や、地元の産業活性化を目指した方針づくり、また、循環型社会の形成
・消費者、商工業者及び農業者の相互理解と交流を促進し、地産地消の事業を推進します。エコ農業推進基本計画に に向けた取り組みなど、各課において概ね達成できた。
基づき、環境保全型農業の育成・支援を行います。
・手賀沼沿い農地の保全活用のための施策を展開します。
・商工業振興基本条例に基づき、商工業の基

様

盤強化と持続的な発展

式

を目指します。商工会

第

等と連携し、商店街の

１

活性
化に向けた取り組

号

みなどを進め、商業の

部

振興を図ります。
・観

の

光振興計画を着実に推

運

進し、交流人口の拡大

営

と定住化促進を図りま

方

す。
・安全・安心で豊

針

かな消費生活のため、

・

消費生活相談などを実

課

施し、消費者の支援を

の

行います。
・国の補助

目

金を活用してプレミア

標

ム付商品券事業を実施

設

し、消費税引き上げに

定

よる低所得者や子育て

書

世帯への影響緩
和を図

(

るとともに、地域にお

平

ける消費喚起に繋げま

成

す。
・企業立地方針に

3

基づき、企業が進出し

1

やすい環境整備や起業

年

創業の支援を行うとと

度

もに、住工混在の解消

)

を目指し
ます。また、

部

産業拠点の方向性を企

コ

業立地方針に位置付け

ー

るよう３１年度中に一

ド

部見直しを図ります。

0

・既存企業の活性化に

4

向けて融資制度等によ

部

り支援を行うとともに

　

、若者からシニア世代

名

まで就労に向けた支援

環

を進
めます。

課コード

境

04 課　名 農政課 課長

経

名 松本　清

２．課の目

済

標（部の運営方針を受

部

けて課の取組方針を記

部

入） 部の運営方針に対

長

する課の目標への取組

名

結果

・農業振興基本条

柏

例をもとに、農業振興

木

に係る計画と施策の展

　

開を図る。 ・農業振興

幸

基本条例をもとに、農

昌

業振興に係る計画と施

１

策の展開を図っ
・認定

．

農業者、農業後継者、

部

新規農業参入者等の担

の

い手農家を確保・育成

運

するため、人・農地プ

営

ランの活用、農地の た

方

。
あっ旋・集積、補助

針

・融資制度の活用、日

(

秀新田市民農園での研

予

修・実践等の支援を行

算

う。 ・認定農業者、農

編

業後継者、新規農業参

成

入者等の担い手農家を

・

確保・育
・男女共同の

実

推進とともに、農産物

施

直売事業を軸とした６

計

次産業化に取組む農業

画

者（組織）を育成・支

策

援する。又、 成するた

定

め、人・農地プランの

方

活用、農地のあっ旋・

針

集積、補助・融資
農業

な

振興のため農業拠点施

ど

設の管理・運営を確実

を

に進める。 制度の活用

踏

、日秀新田市民農園で

ま

の研修・実践等の支援

え

を行った。
・手賀沼沿

て

い農地活用計画に基づ

、

き、排水対策等の施策

基

を展開するとともに、

本

手賀沼沿い農用地等活

計

用事業補助金の ・男女

画

共同の推進とともに、

の

農産物直売事業を軸と

分

した６次産業化に取
活

野

用を広げ、農地の活用

別

と保全を積極的に支援

計

する。 組む農業者（組

画

織）を育成・支援した

や

。又、農業振興のため

重

農業拠点施
・日秀新田

点

市民農園の充実を図り

ﾌ

つつ、高野山ふれあい

ﾟ

市民農園の跡地利用を

ﾛ

踏まえた高野山新田地

ｼ

区のあり方及び 設の管

ﾞ

理・運営を指定管理者

ｪ

と連携し進めた。
新規

ｸ

事業の検討を進める。

ﾄ

・手賀沼沿い農地活用

、

計画に基づき、排水対

所

策等の施策を展開する

管

とと
・あびこエコ農業

に

推進基本計画に基づき

係

、農薬の適正使用を徹

る

底することを基本に、

部

ちばエコ認証取得等に

の

取組む農 もに、手賀沼

運

沿い農用地等活用事業

営

補助金の活用を広げ、

方

農地の活用と
家を支援

針

する。また、あびこエ

に

コ農産物認証事業を開

対

始し、環境保全型農業

す

の裾野を広げる取組み

る

を進める。 保全を積極

課

的に支援した。
・地産

の

地消を推進するため、

目

あびこ型「地産地消」

標

推進協議会の活動を充

へ

実させる。又、この協

の

議会及び農業者が取 ・

取

日秀新田市民農園の充

組

実を図りつつ、高野山

結

ふれあい市民農園の跡

果

地
組む学校給食への地

　

元農産物供給支援事業

　

や援農事業、交流事業

分

等を拡充する。 利用を

野

踏まえた高野山新田地

別

区のあり方及び新規事

基

業の検討を進めた。
・

本

農産物検査などの放射

計

能対策を進め、市民の

画

安全・安心の確保と農

の

業経営への風評等被害

目

の軽減を図る。又、鶏

標

伝 ・あびこエコ農業推

を

進基本計画に基づき、

考

農薬の適正使用を徹底

慮

するこ
染病対策や植物

し

防疫対策を進める。 と

て

を基本に、ちばエコ認

、

証取得等に取組む農家

部

を支援した。また、あ

の

び
・優良な農地を確保

目

するとともに、農地中

標

間管理機構も活用しな

を

がら担い手農家への農

達

地の利用集積を進める

成

。又、 こエコ農産物認

す

証制度を令和２年４月

る

から開始する準備を整

た

えた。
農業用施設の機

め

能低下や老朽化等にか

の

かる対策事業、同施設

方

の適切な維持管理を国

針

・県・関係市・土地改

を

良区等と連 ・地産地消

記

を推進するため、あび

入

こ型「地産地消」推進

)

協議会の学校給
携して

・

進める。 食への地元農

手

産物供給支援事業や援

賀

農事業、交流事業等を

沼

支援した。
・消費者、

の

商工業者及び農業者の

水

相互理解と交流を図る

環

ための機会を確保する

境

。又、消費者・市民、

保

商工業者等との ・農産

全

物検査などの放射能対

啓

策を進め、市民の安全

発

・安心の確保と農業
連

と

携を進める。 経営への

環

風評等被害の軽減を図

境

った。又、鶏伝染病対

保

策や植物防疫対策
・環

全

太平洋経済連携協定（

型

ＴＰＰ）や日米貿易物

農

品協定（ＴＡＧ）等に

業

ついて幅広い情報収集

、

と対応策の検討を行い

地

を進めた。
、必要に応

産

じて国・県、関係団体

地

等と連携し対策を講じ

消

る。 ・優良な農地を確

等

保するとともに、農地

の

中間管理機構も活用し

農

ながら担
い手農家への

業

農地の利用集積を進め

拠

た。又、農業用施設の

点

機能低下や老
朽化等に

の

かかる対策事業、同施

機

設の適切な維持管理を

能

国・県・関係市・
土地

を

改良区等と連携して進

有

めた。
・消費者、商工

し

業者及び農業者の相互

た

理解と交流を図るため

手

の機会を確
保した。又

賀

、消費者・市民、商工

沼

業者等との連携を進め

親

た。
・環太平洋経済連

水

携協定（ＴＰＰ）や日

広

米貿易物品協定（ＴＡ

場

Ｇ）等に
ついて幅広い

で

情報収集と対応策の検

は

討を行い、必要に応じ

、

て国・県、関
係団体等

利

と連携し対策策の検討

用

を行った。

３．課の目

者

標を達成する上での課

の

題と対応（人員の配置

・

、組織のあり方など）

農

・手賀沼沿い農地活用

業

計画に基づく排水対策

拠

と支援事業の推進、農

点

業拠点施設での事業（

施

直売所事業等支援、あ

設

びこ
エコ農産物認証の

を

運用と普及、その他地

充

産地消事業など）の推

実

進、農地集積事業の強

さ

化やコメ需給安定対策

せ

の推進等
にかかる執行

る

体制強化（人員補強）

た

が必要である。・放射

め

性物質検査を徹底し、

、

農業風評被害を軽減す

指

るための検査
体制も引

定

き続き確保することが

管

求められる。

４．原因

理

分析・改善策

（課長）

者

（部長）
・農業従事者

と

の高齢化・後継者不足

連

、農地の遊休化は深刻

携

度を増しており、農業

し

拠点施設での新 農業従

、

事者の担い手の確保・

施

育成、農地の有効活用

設

を継続して追求してい

の

く必要がある。農業振

効

規事業（直売所事業等

用

支援、あびこエコ農産

向

物認証の運用と普及、

声

その他地産地消など）

を

の推進 興基本条例をも

聞

とに施策のさらなる拡

き

充を図る必要がある。

な

また、放射能風評対策

が

、環境保全型
、農地集

ら

積事業の強化やコメ需

施

給安定対策の推進等に

設

かかる執行体制強化（

の

人員補強）が必要で 農

管

業の推進、手賀沼沿い

理

農地の活用促進、あび

・

こ型「地産地消」推進

運

協議会の活動の充実に

営

つい
ある。 ては、重点

を

事業として推進してい

充

くことが求められる。

実

農産物直売所の運営に

さ

ついては、引き続
・放

せ

射性物質検査を徹底し

ま

、農業風評被害を軽減

す

するための検査体制も

。

引き続き確保すること

ま

が き指定管理者をはじ

た

めとした関係者と連携

、

し、安定させていくこ

市

とが求められる。
求め

内

られる。

５．課の目標

外

を達成するために取り

に

組む事務事業

事務事業

そ

名（個別事業） 重プ 施

の

策 指標 単位 現況値 目標

魅

値 実績値 達成率(％)

力

評価該当 コード

1 農業

を

用廃プラスチック適正

発

処理への補助 重１ 12

信

102 廃プラスチック

し

回収処理量 ｔ 3 5 2.

な

12 42.4 現状

2 農

が

業振興地域整備計画の

ら

管理 重無 22101 変

、

更相談・協議案件の処

交

理率 % 100 100 1

流

00 100 現状

3 植物

人

防疫業務 重無 2210

口

1 水稲の10a当たり

の

平均収量 kg 516 5

拡

15 516 100.1

大

9 現状

4 水田農業構造

や

改革対策事業 重無 22

地

101 生産数量目標達

域

成率 % 93 60 93 1

上

55 現状

5 認定農業者

に

施設整備事業費補助事

努

業 重２ 22102 認定

め

農業者数 人 42 44 4

た

2 95.45 現状

6 淡

。

水魚かい類種苗放流事

の

業への支援 重無 221

活

01 漁獲高 ｋｇ 0 0 0

性

0 現状

7 農業用排水施

化

設維持管理 重無 221

に

01 負担金支出率 ％ 1

寄

00 100 100 10

与

0 現状

8 農道整備 重無

す

22101 負担金支出

る

率 ％ 100 100 10

施

0 100 現状

9 農業資

設

金利子補給 重無 221

と

01 利子補給件数/申

し

込件数 ％ 0 100 10

て

0 100 現状

10 市民

の

農園維持管理事業 重無

活

22202 市民農園利

用

用区画数 区画 113 1

を

20 109 90.83

図

現状

ります。そのため広場にある「じゃぶじゃぶ池」の改修工事を実施し、さ ・農業生産と農業経営に係る基盤整備を進め、経営として成り立つ農業
らなる賑わいの場として整備します。手賀沼の美しい環境の再生を目指し、千葉県や関係機関・団体と連携し、手賀 の土台作りを進めた。
沼の水質浄化や環境教育と啓発に取り組みます。 ・認定農業者や新規就農者など農業の多様な担い手を育成・支援した。
・「あびこエコ・プロジェクト４」に基づき温室効果ガスの削減を進めていくとともに「市民・事業者の環境に配慮 ・消費者と農家の交流イベントや商工業者と連携したイベントを実施し
した行動指針」の普及を図ります。また、自然再生エネルギーの普及・拡大に努めます。 た。
・大気汚染、土壌・地下水汚染、騒音、振動等の公害対策に取り組み、市民の快適な生活環境を守ります。 ・エコ農業推進基本計画に基づき、環境保全型農業の育成・支援を行っ
・市民の不安を解消するため、放射線量の測定データの公表を継続していくとともに、全庁的な放射能対策の取りま た。
とめを行います。 ・手賀沼沿い農地の保全活用のための施策を展開した。
・一般廃棄物対策基本計画に定めた施策を展開し、ごみの減量化と再資源化を図ります。
・焼却施設等の適切な維



ふ

100 100 100 1

れ

00 現状

あい農園事業 重無 22202 農園利用者数 人 550 560 504 90 現状

12 手賀沼沿い農地の保全活用と農業者支援 重３ 22203 手賀沼沿い

５

農地活用計画に沿った

．

農地活用面積 ㎡ 301

課

,227 302,00

の

0 299,982 99

目

.33 現状

標

13

を

あびこ型「地産地消」

達

推進協議会の充実 重２

成

22201 あびこ型「

す

地産地消」推進協議会

る

の会員数 人 152 16

た

0 153 95.63 現

め

状

に

14 農業拠点

取

施設維持管理事業 重２

り

22201 農業拠点施

組

設の年間延べ利用者数

む

人 184,218 20

事

0,000 181,7

務

57 90.88 現状

事業

15 有機栽培等農

事

業者支援事業 重１ 22

務

103 有機栽培等農業

事

に取り組む経営体数 経

業

営 47 51 46 90.

名

2 現状

（

16 農業

個

・農村男女共同参画の

別

推進 重無 42001 家

事

族経営協定世帯数 世帯

業

38 39 39 100 現

）

状

重

17 県営担い

施

手育成基盤整備事業 重

施

２ 22102 負担金支

策

出済率 ％ 94.6 96

指

.8 96.8 100 現

標

状

単

18 農地集積

位

推進事業 重無 2210

現

1 担い手農家への農用

況

地集積 ｈａ 235.5

値

245.5 277.9

目

113.2 現状

標値

19 遊休農地対策事業

実

重無 22101 遊休農

績

地等の復元面積 　a 5

値

0 100 50 50 現状

達成

20 新規就農支

率

援事業 重２ 22102

(

新規就農者数 経営 21

％

22 20 90.91 現

)

状

評

21 農業にか

価

かる放射能対策事業 重

該

無 12201 我孫子市

当

産農産物の放射性物質

コ

検査数 件 104 90 8

ー

6 104.65 現状

ド

22 鶏伝染病対策事業 重無 22101 補助金支出件数 件 2 2 1 50 現状

23 6次産業化推進事業 重２ 22102 農産物の加工施設を有する農業者数 件 5 6 5 83.33 現状

24 幹線排水路護岸改修（利根地

1

区） 重無 22101 負

1

担金支出済率 ％ 0 10

農

0 90 90 現状

家開

25 手賀沼地域農業農

設

村整備事業 重無 221

型

01 負担金支出済率 ％



の適正処理に努めます。
・「我孫子市廃棄物処理施設整備基本計画」、「新廃棄物処理施設整備詳細計画」及び「我孫子市循環型社会形成推
進地域計画」に基づき、２０２２年度末の稼働に向け老朽化した焼却施設の更新を進めます。また、平成３０年度に
設置した施設や財務などの学識経験者等を中心として構成する「我孫子市新廃棄物処理施設整備運営事業者選定委員

部の運営方針に対する部全体の総合評価
会」において、整備運営事業者を選定していきます。
・農業生産と農業経営に係る基盤整備を進め、経営として成り立つ農業の土台作りを進めます。認定農業者を増やす ・市内の手賀沼をはじめとする豊かな自然環境の保全活用への取り組み
とともに新規就農者を含めた農業の多様な担い手を育成・支援します。 や、地元の産業活性化を目指した方針づくり、また、循環型社会の形成
・消費者、商工業者及び農業者の相互理解と交流を促進し、地産地消の事業を推進します。エコ農業推進基本計画に に向けた取り組みなど、各課において概ね達成できた。
基づき、環境保全型農業の育成・支援を行います。
・手賀沼沿い農地の保全活用のための施策を展開します。
・商工業振興基本条例に基づき、商工業の基盤強化と持続的な発展を目指します。

様

商工会等と連携し、商

式

店街の活性
化に向けた

第

取り組みなどを進め、

１

商業の振興を図ります

号

。
・観光振興計画を着

部

実に推進し、交流人口

の

の拡大と定住化促進を

運

図ります。
・安全・安

営

心で豊かな消費生活の

方

ため、消費生活相談な

針

どを実施し、消費者の

・

支援を行います。
・国

課

の補助金を活用してプ

の

レミアム付商品券事業

目

を実施し、消費税引き

標

上げによる低所得者や

設

子育て世帯への影響緩

定

和を図るとともに、地

書

域における消費喚起に

(

繋げます。
・企業立地

平

方針に基づき、企業が

成

進出しやすい環境整備

3

や起業創業の支援を行

1

うとともに、住工混在

年

の解消を目指し
ます。

度

また、産業拠点の方向

)

性を企業立地方針に位

部

置付けるよう３１年度

コ

中に一部見直しを図り

ー

ます。
・既存企業の活

ド

性化に向けて融資制度

0

等により支援を行うと

4

ともに、若者からシニ

部

ア世代まで就労に向け

　

た支援を進
めます。

課

名

コード 07 課　名 企業

環

立地推進課 課長名 山本

境

　康樹

２．課の目標（

経

部の運営方針を受けて

済

課の取組方針を記入）

部

部の運営方針に対する

部

課の目標への取組結果

長

・「産業拠点検討調査

名

」の結果を踏まえ、新

柏

たな企業の誘致及び住

木

工混在解消に向けた施

　

策を進めます。 ・市の

幸

産業拠点土地利用の方

昌

向性を反映させるとと

１

もに、働き方改革で
・

．

「創業支援等事業計画

部

」に基づき、起業・創

の

業に向けた支援策を実

運

施し、起業・創業者を

営

増やすことで市内経済

方

の うたわれる多様な働

針

き方の実現を目指す内

(

容を加え「企業立地方

予

針」の
活性化を図りま

算

す。 見直しを行った。

編

・中小企業等への資金

成

融資が円滑に行われる

・

よう、千葉県信用保証

実

協会・市内金融機関と

施

連携を図ります。 ・「

計

創業支援事業計画」に

画

基づき、「ビジネス交

策

流会」の開催、ワンス

定

・就労を支援するため

方

ハローワークと連携し

針

「我孫子市地域職業相

な

談室」の効果的な運営

ど

を図るとともに、各世

を

代へ トップ相談窓口に

踏

よる起業相談を行った

ま

。
のセミナー及び説明

え

会を実施し、雇用の促

て

進が図れるように努め

、

ます。 ・特定創業支援

基

事業として「実践創業

本

塾」を開催し、起業・

計

創業に向け
た支援策を

画

実施した。
・金融機関

の

及び信用保証協会と連

分

携を図りながら、事業

野

資金の融通を円
滑にし

別

、併せて利子補給を行

計

うことで中小企業の振

画

興を図ることに努め
た

や

。
・就労支援事業とし

重

ては、ハローワークと

点

連携して「我孫子市地

ﾌ

域職業
相談室」の効果

ﾟ

的な運営に努めた。
・

ﾛ

中高年者や女性向けセ

ｼ

ミナーの開催やシニア

ﾞ

向け説明会の開催など

ｪ

、
就労につながる支援

ｸ

策を実施した。

３．課

ﾄ

の目標を達成する上で

、

の課題と対応（人員の

所

配置、組織のあり方な

管

ど）

・今後、新たな企

に

業誘致及び住工混在化

係

解消に向けた施策を推

る

進するうえでは、産業

部

拠点構想づくりをはじ

の

め、関連
行政機関や企

運

業等との調整、交渉等

営

の業務が発生するため

方

、執行体制を見直し（

針

人員増）、さらなる組

に

織力を向上し
た取り組

対

みが必要と考える。

４

す

．原因分析・改善策

（

る

課長） （部長）
・産業

課

拠点土地利用の方針踏

の

まえて企業立地方針を

目

改定した。今後は、都

標

市計画マスタープラン

へ

・既存の事業者が操業

の

しやすい環境をつくる

取

ことと、新たな事業者

組

が進出しやすい環境を

結

つくる
や第四次総合計

果

画に考え方を反映し、

　

住工混在解消と産業誘

　

致の実施に向けて、準

分

備を進んめて ため、企

野

業立地方針に基づき、

別

計画的に事業を進めて

基

いくこととする。
いく

本

。
・中小企業支援のた

計

め、信用保証協会、金

画

融機関と連携し円滑な

の

融資事務を進める。

５

目

．課の目標を達成する

標

ために取り組む事務事

を

業

事務事業名（個別事

考

業） 重プ 施策 指標 単位

慮

現況値 目標値 実績値 達

し

成率(％) 評価該当 コ

て

ード

1 永年勤続表彰 重

、

２ 21302 表彰者数

部

人 2 4 2 50 現状

2 中

の

小企業への資金融資 重

目

２ 21302 利子補給

標

件数 件 290 310 2

を

82 90.97 現状

3

達

中小企業退職金共済金

成

補助金 重２ 21302

す

補助対象者数 人 83 8

る

5 85 100 現状

4 地

た

域職業相談室の運営 重

め

無 21402 年間相談

の

者数 人 4,581 4,

方

800 3,755 78

針

.23 現状

5 障害者雇

を

用の奨励金 重５ 333

記

05 制度利用者数 人 6

入

11 5 45.45 現状

)

6 就労支援事業 重無 2

・

1402 セミナーの開

手

催数 回 9 9 10 111

賀

.11 現状

7 企業が進

沼

出・操業しやすい環境

の

づくり（住工混在の解

水

消、企業が進 重２ 21

環

401 企業立地方針の

境

見直し策定の進捗状況

保

% 0 100 100 10

全

0 現状

8 起業・創業の

啓

支援 重２ 21401 起

発

業・創業した件数 件 5

と

10 6 60 現状

9

10

環境保全型農業、地産地消等の農業拠点の機能を有した手賀沼親水広場では、利用者の ・企業が進出しやすい環境整備及び住工混在の解消を目指すことと、働
声を聞きながら施設の管理・運営を充実させます。また、市内外にその魅力を発信しながら、交流人口の拡大や地域 き方改革に伴う新しい働き方の実現を目指す内容を示すため、企業立地
の活性化に寄与する施設としての活用を図ります。そのため広場にある「じゃぶじゃぶ池」の改修工事を実施し、さ 方針の見直しを行った。
らなる賑わいの場として整備します。手賀沼の美しい環境の再生を目指し、千葉県や関係機関・団体と連携し、手賀 ・国から認定された「我孫子市創業支援等事業計画」に基づき、様々な
沼の水質浄化や環境教育と啓発に取り組みます。 創業支援事業を行った。
・「あびこエコ・プロジェクト４」に基づき温室効果ガスの削減を進めていくとともに「市民・事業者の環境に配慮 ・ハローワークと連携した地域職業相談室の運営により、就労支援を行
した行動指針」の普及を図ります。また、自然再生エネルギーの普及・拡大に努めます。 った。
・大気汚染、土壌・地下水汚染、騒音、振動等の公害対策に取り組み、市民の快適な生活環境を守ります。 ・既存事業者及び創業事業者に対して、融資等の制度によって支援を行
・市民の不安を解消するため、放射線量の測定データの公表を継続していくとともに、全庁的な放射能対策の取りま った。
とめを行います。
・一般廃棄物対策基本計画に定めた施策を展開し、ごみの減量化と再資源化を図ります。
・焼却施設等の適切な維持管理と、放射性物質を含む焼却灰等


